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事業事前評価表 

 

国際協力機構 東南アジア・大洋州部  

東南アジア第四課 

１．案件名（国名）                                    

国名：ラオス人民民主共和国 

案件名：次世代航空保安システムへの移行のための機材整備計画 

(The Project for Modernization of Equipment for Transition to New CNS/ATM System） 

２．事業の背景と必要性                                

(1) 当該国における航空セクターの現状と課題 

ラオス人民民主共和国（以下「ラオス」）は、その人口に比して国土が広いため、空輸は

人、モノの移動及び地域開発の観点から重要な交通・輸送手段である。ビエンチャン飛行

情報区（Flight Information Region : FIR）には香港とバンコクを結ぶ航空路線が通って

おり、日本、韓国、台湾、中国、香港、ベトナムからバンコク方面へ飛行する航空機が集

中する繁忙路線となっている。ビエンチャン FIR を飛行する航空交通量は一日平均約 390

機（2010 年推定値）であるが、2015 年には 480 機、2020 年には一日平均 600 機に増加す

ることが見込まれており、これらの航空路や航空路から空港へ進入する航空機に対する航

空交通管理は安全上、また効率的な航空機の運用上、喫緊の課題となっている。 

現在、当該国における航空保安施設は機材の老朽化や通信可能範囲の不足等により十分

な整備状況にはなく、その結果、安全性確保のために航空路上の航空機間の飛行間隔を大

きく取る必要が生じており、航空需要の増加に対して航空管制の処理能力の不足が懸念さ

れている。このような問題は航空交通の増加とともに世界的に発生しつつあるが、その解

決策として国際民間航空機構（ICAO）では、人工衛星等による位置情報システムを活用し

た航空機の運航および航空管制に係る新技術である、次世代航空保安システム（New 

Communications, Navigation ,Surveillance and Air Traffic Management System : New 

CNS/ATM System）の導入を推進している。 

(2) 当該国における航空セクターの開発政策における本事業の位置づけ及び必要性 

第七次国家社会経済開発計画（NSEDP）2011-2015 では、公共事業・運輸セクターの方針

として、人、モノの流れの円滑化のため、コネクティビティの強化が掲げられており、航

空セクターにおいては、年間 8～10%の航空交通量の増加、年間 4.5～6.5%のフライト数の

増加を指標に、航空管制の安全性の向上と近代化、路線の拡大が掲げられている。本事業

はこれに則ったものであると共に、2009 年に JICA が実施した開発調査「東部メコン地域

次世代航空保安システム開発整備計画調査」において提案されている新システム導入のた

めのマスタープラン（M/P）に基づいて実施されるものである。 

(3) 航空セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

対ラオス国別援助方針の重点分野「経済・ 社会インフラ整備を通じたバランスの取れた

経済成長の促進」に位置づけられ、また、事業展開計画の援助重点分野では、開発課題「交

通・運輸網の整備」に位置づけられている。 

 （当該分野における協力実績） 

・技術協力「航空交通における安全性向上プロジェクト」（2006-2009 年）、「東メコン地域

次世代航空保安システムへの移行に係る能力開発プロジェクト」（実施中） 

・開発調査「東部メコン地域次世代航空保安システム開発整備計画調査」（2009-2010） 
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(4) 他の援助機関の対応 

空港整備、拡張、改善などについては、タイ、中国などの支援がなされている。 

ビエンチャン空港（軍用エプロン等の施設改善）：中国、ルアンパバン空港（拡張）：中国、

パクセ空港（改良）：タイ 

３．事業概要                                    

(1) 事業の目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

ラオス主要空港における①航空管制機材の導入及び②技術協力プロジェクトと連携した

人材育成を通じて、航空路の容量増大や航空機運行の安全性・効率性の向上につながる次

世代航空保安システムへの移行促進を図り、もってメコン地域内における安全で効率的な

航空機の運航に寄与する。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

ラオス主要 5 空港（ビエンチャン、ルアンパバン、サバナケット、シェンクワン、パク

セ（パクソン）） 

(3) 事業概要 

1) 土木工事、調達機器等の内容 

・航空情報業務（AIS）自動化システム（1式） 

・航空固定通信網/航空交通情報通信システム（1式） 

・対空通信施設（航空路管制用）（3ヵ所） 

・通信リンク回線（VSAT システム）（4カ所） 

・対空通信施設（飛行場管制/進入管制/非常用）（5カ所） 

・計器着陸装置（ILS）（1式） 

・飛行方式設計システム（1式） 

2) コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

特になし 

(4) 総事業費/概算協力額 

 総事業費 5.34 億円（概算協力額（日本側）：5.33 億円、ラオス側：0.01 億円） 

(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

2013 年 4 月～2015 年 1 月を予定（計 21 ヶ月。詳細設計、入札期間を含む） 

(6) 事業実施体制（実施機関/カウンターパート） 

公共事業省航空局（DCA）及びラオス航空交通管理（LATM） 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：C 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010

年 4 月公布）上、環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

2) 貧困削減促進：特になし 

3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮等）：

特になし 

(8) 他事業、ドナー等との連携・役割分担：特になし 

(9) その他特記事項：特になし 
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４. 外部条件・リスクコントロール                          

(1)事業実施のための前提条件 

ルアンパバン空港においては、新管制塔の建設を含む空港改修が進展しており、本事業

により調達する機材の一部は新管制塔に設置する予定である。 

(2)プロジェクト全体計画達成のための外部条件 

ラオス政府の関連政策に大きな変更・変化がない。 

５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓                     

(1)類似案件の評価結果 

ネパール国「トリブバン国際空港近代化プログラムにおける航空管制設備改善計画（2001

年）」の評価等では運営維持管理に係る実施体制の構築の重要性及び計画に関わる民間企業

のアフターサービス体制の確保の重要性が示唆されている。 

(2)本事業への教訓 

ラオス側の維持管理体制および能力はこれまでの実績から十分に高いと判断できるため、

調達プロセスにおいては、部品の入手性や民間企業のアフターサービス体制を十分に確認

する。 

６. 評価結果                                   

以下の内容により本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 

(1) 妥当性 

航空の安全性及び効率性の向上に資する案件であり、且つ周辺国とのコネクティビティ

強化につながる点から、本案件実施の意義は高い。加えて、日本政府が進めるアジア・太

平洋地域におけるシームレスな航空交通システムの実現に寄与するものである。 

(2) 有効性 

1) 定量的効果 

指標名 基準値（2011 年） 目標値（2017 年【事業完成 3年後】）

管制通信回線の信頼性（航空路

上の航空機と管制官が交信を行

うことができる確率）（％） 

92.6 99.9 以上 

 2) 定性的効果 

・ AIS 自動化システムにより、航空管制情報の収集・発信にかかる業務の効率化が達成さ

れミスの排除や安全性の向上に寄与する。 

・ ビエンチャン空港への航空機着陸における安全性に係る信頼度が向上する。 

・ 効率的な航空路の設定により、域内の航空交通量増加への対応が可能となる。 

７. 今後の評価計画                                    

(1) 今後の評価に用いる主な指標 

  6.(2) 1)のとおり。 

(2) 今後の評価のタイミング 

  ・事後評価    事業完成３年後 

以 上 


